
�愛媛県規則第１２号
愛媛県低所得世帯子弟就学奨励補助金給付規則を廃止する

規則を次のように定める。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県低所得世帯子弟就学奨励補助金給付規則を廃止

する規則

愛媛県低所得世帯子弟就学奨励補助金給付規則（昭和３６年

愛媛県規則第２３号）は、廃止する。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成１５年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 平成１５年３月３１日において高等学校（中等教育学校の後
ろう

期過程並びに盲学校、聾学校及び養護学校の高等部を含む

。）に在学し、現に廃止前の愛媛県低所得世帯子弟就学奨

励補助金給付規則（以下「旧規則」という。）の規定によ

り就学奨励補助金の給付を受けている者に係る当該就学奨

励補助金の給付については、なお従前の例による。

３ 旧規則の規定（前項の規定によりなお従前の例によるこ

ととされる就学奨励補助金の給付に係る旧規則の規定を含

む。）により給付を受けた就学奨励補助金の返還について

は、なお従前の例による。
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�愛媛県規則第１３号
愛媛県介護福祉士等修学資金貸与条例施行規則を廃止する

規則を次のように定める。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県介護福祉士等修学資金貸与条例施行規則を廃止

する規則

愛媛県介護福祉士等修学資金貸与条例施行規則（平成５年

愛媛県規則第１２号）は、廃止する。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成１５年４月１日から施行する。
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告 示

（経過措置）

２ 平成１５年３月３１日において介護福祉士及び社会福祉士を

養成する学校又は施設（以下「養成施設等」という。）に

在学し、現に廃止前の愛媛県介護福祉士等修学資金貸与条

例（以下「旧条例」という。）の規定により修学資金の貸

与を受けている者に係る当該修学資金の貸与については、

廃止前の愛媛県介護福祉士等修学資金貸与条例施行規則（

以下「旧規則」という。）第２条、第６条、第１３条から第

１８条まで並びに様式第３号、様式第４号及び様式第１１号か

ら様式第１５号までの規定は、その者が当該養成施設等を卒

業し、又は退学するまでの間に限り、なおその効力を有す

る。

３ 旧条例の規定により貸与を受けた修学資金の返還につい

ては、旧規則第７条から第１４条まで、第１６条第１項及び第

１８条並びに様式第５号から様式第１２号まで及び様式第１４号

の規定は、この規則の施行後も、なおその効力を有する。

�愛媛県告示第７２８号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項の規定

により、津島町長から次の区域内の小字を全部廃止する旨の

届出があった。

上記の処分は、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）の規

定による換地処分の公告があった日の翌日から効力を生ずる

。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７２９号
愛媛県暴走族等の追放の促進に関する条例（平成１３年愛媛

県条例第５３号）第１０条第１項の規定に基づき、愛媛県暴走族

等の追放の促進に関する基本方針を次のとおり策定した。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県暴走族等の追放の促進に関する基本方針

暴走族等は、単独又は集団による爆音走行、信号無視、蛇

行運転などの暴走行為により交通の危険を生じさせ、一般の

運転者や歩行者に迷惑を及ぼしているほか、その騒音は住民

の安眠を妨害するなど、県民生活の安全と平穏を著しく害し

ている。

さらに、暴走族の元構成員その他の暴走族等の見物を目的

として集合する者による暴走行為のあおり行為により、暴走

族等による暴走行為は、一層激化し、また、暴走族等は、道

路交通関係法令違反のほか、暴走用の車両や資金の調達のた

めの窃盗や恐喝、暴走族から離脱しようとする者や対立する

暴走族の構成員に対する暴行や傷害さらには取締りに従事す

る警察官に対する公務執行妨害などの犯罪を引き起こすなど

凶悪化し、粗暴化している。

また、暴走族は、警察からの取締りを継続的に受けながら

も新たな構成員を勧誘するなどして、世代交代を繰り返し、

存在し続けている。その構成員のほとんどは１６歳から１９歳ま

での少年であり、これらの少年の暴走族への加入のきっかけ

は、同級生、同窓生又は出身校の卒業生による勧誘、暴走行

為の見物などであり、暴走族の存在は、少年を健全に育成す

る上で、深刻な問題となっている。

このような状況の中で、暴走族等のいない社会を築くため

には、県民すべてが「暴走族を許さない」という認識を共有

し、一致協力して暴走族等の追放の促進に取り組むことが必

要である。

この基本方針は、このような認識の下に、暴走族等の追放

を促進するため、必要な事項を定めるものである。

１ 暴走族等の追放の促進に係る啓発活動及び県民意識の高

揚に関する事項

暴走族等の追放の促進のためには、「暴走族等を許さな

い」という世論を形成し、暴走族等を許さない地域づくり

を積極的に推進していくことが必要である。

県は、国、市町村その他の関係する機関及び団体（以下

「関係機関等」という。）と連携協力し、暴走族等による

暴走行為の防止、暴走族への加入の防止及び暴走族からの

離脱の促進を図るため、県民に対し、暴走族追放キャンペ

ーンを始めとする諸活動及び少年の健全育成に関する会議

などあらゆる機会を利用して暴走族等のいない社会を築く

ことの必要性について広報啓発活動を行うものとする。

また、県は、報道機関に対し暴走族等の実態等に関する

資料提供を積極的に行うなど、凶悪化する暴走族等の実態

が的確に報道されるよう努めることにより、暴走族等の追

放の促進について県民の理解を深め、県民の暴走族等を追

放する気運の一層の高揚を図るものとする。

２ 暴走行為の防止に関する事項

暴走行為を防止するためには、暴走族等や暴走用車両の

改造など暴走行為を助長する者に対する指導取締りの強化

大字名 小字名 地 番 摘 要

大字
下畑地

字ダバ 乙１５の１、乙２４の１、乙２５の１、乙２６
の１、乙２６の２、乙２７、乙２８、乙２９の
１、乙２９の２及び乙３１の２

これに伴
う道路、
水路等を
含む。

字赤碆 乙４１の２、乙４８の１及び乙４９の４

字半七田 乙６４の１、乙６５の１、乙６６の１、乙６７
、乙６８、乙６９の１、乙７０、乙７１の８、
乙７１の９、乙７２の１、乙８７の１、乙８８
の１及び乙９５

字草木� 乙１０７の２、乙１０８、乙１０９、乙１１８の２
、乙１１９の３及び乙１２０から乙１２４まで

字ヒロセ 乙１７７、乙１７８の２から乙１７８の４まで、
乙１７９の１から乙１７９の３まで、乙１８０
の２、乙１８３、乙１８４の２、乙１８６の３、
乙１８６の５、乙１８６の７、乙１８７の１、
乙１８７の２、乙１９１、乙１９２の１、乙１９２
の２、乙１９３の１、乙１９４の２、乙１９７、
乙１９８の２、乙１９８の３、乙２０５の１、
乙２０６の１、乙２０８、乙２０９の１、乙２１０
、乙２１１、乙２１９、乙２２０、乙１１２２の１
及び乙１１２２の２

字コンシ 乙２５８の１、乙２６２の１、乙２６３の２、
乙２６４の１、乙２７４の１、乙２７４の２、
乙２７９、乙２８０、乙２８１の１、乙２８１の２
、乙２８２から乙２８４まで、乙２８６の２、
乙２８７から乙２８９まで、乙２９０の１、乙２
９０の２、乙２９４、乙２９５、乙３０４から乙３
１１まで、乙３１２の１から乙３１２の３まで
、乙３１３、乙３１４、乙３１７から乙３１９まで
及び乙３２０の１

字本田 乙３２７、乙３３４の１、乙３３５、乙３３６、乙
３３７の１、乙３４７の１及び乙３５３の２
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はもとより、暴走行為をさせないための社会環境づくりが

必要である。

県は、関係機関等と暴走族等に関する情報交換を積極的

に行うことにより、暴走族等及びその暴走行為の実態の把

握に努めるとともに、県民に対し、車両の盗難被害の現状

や盗難防止に関する広報啓発活動を行い、また、暴走行為

に使用されるおそれのある車両、部品及び燃料の販売、違

法改造の請負並びに暴走行為の象徴として利用される特攻

服やステッカー等の作成、販売など暴走行為を助長するお

それのある行為に関係する事業者に対し、その行為の自粛

を要請することにより、暴走行為をさせないための社会環

境づくりを推進するものとする。

また、県は、暴走族等の集合場所として利用され、又は

利用されるおそれのある公園、駐車場、空き地、ふ頭等の

管理者に対し、暴走族等の集合を防止するため、深夜にお

いては可能な限り立入禁止等の措置を講じるよう要請する

とともに、道路を設置し、又は管理する者と連携協力し、

交通規制の要否の検討、道路の構造及び附属物の設置の見

直しなど暴走行為を防止するための道路交通環境の整備を

図るものとする。

３ 暴走族への加入の防止に関する事項

暴走族への加入を防止するためには、その構成員のほと

んどが少年であり、その加入の動機は、「友達や先輩の勧

誘」、「仲間ほしさ」あるいは「暴走族の格好やバイクへ

の興味」という理由が大半を占めている実情から、少年の

日常生活の場である家庭や学校、職場において適切な指導

等が行われることを促進する必要がある。

県は、関係機関等と連携協力を図りながら少年及び保護

者、学校関係者、少年を雇用している事業者その他の少年

の育成に携わる者（以下「保護者等」という。）に対し、

凶悪化し、粗暴化する暴走族等の実態、暴走族等が社会に

与える影響などの情報の提供を行うとともに、保護者等に

対し、暴走族等のいない社会を築くことの必要性について

啓蒙活動を行い、少年の暴走族への加入の防止について理

解と協力を得るよう努めるものとする。

また、県は、少年及び保護者等に対し、暴走族の悪質性

、危険性についての理解を深めさせ、暴走族への加入の防

止を図るために、中学校、高等学校等における生徒指導や

交通安全教育、少年が働く職場における安全運転講習会等

の開催などが実施されるよう指導、助言その他必要な支援

を行うものとする。

４ 暴走族からの離脱の促進に関する事項

暴走族の構成員は、暴走族から離脱しようとする他の構

成員に対し、暴行、脅迫等の手段を用いてその離脱を阻止

しようとすることから、構成員の暴走族からの離脱の促進

を図るためには、県、関係機関等及び保護者等が相互に連

携協力して暴走族からの離脱を確保する措置を講じる必要

がある。

県は、あらゆる機会を捉え暴走族の解体を促進するとと

もに、暴走族に加入している少年等が家庭や学校の悩みを

相談するための相談窓口や相談電話を設置し、その活用に

ついて積極的に広報を行うものとする。

また、県は、保護者等と連携協力して、暴走族からの離

脱を阻止しようとするあらゆる干渉を排し、暴走族を離脱

し、又は離脱しようとする少年等（以下「離脱希望者等」

という。）が安心して就学又は就労できる生活環境づくり

に努めるとともに、離脱希望者等の文化活動、スポーツ活

動、社会奉仕活動などへの参加の促進を図るなど離脱希望

者等の暴走族からの早期完全離脱及び再加入防止が図れる

よう指導、助言その他必要な支援を行うものとする。

５ その他暴走族等の追放の促進に関する基本的な事項

� 県民総ぐるみによる暴走族等の追放を促進する運動の

実施

県は、暴走族等の追放の促進を図るため、警察庁が主

体となって実施する暴走族取締り強化期間や国土交通省

等が主体となって実施する不正改造車を排除する運動に

連動した県民総ぐるみによる暴走族等の追放を促進する

運動を実施するものとする。

� 愛媛県暴走族対策会議との連携協力

県は、行政機関、教育機関、報道機関その他暴走族等

に関連する問題を取り扱う機関及び団体により構成され

る愛媛県暴走族対策会議と連携協力し、積極的に暴走族

等の追放の促進に関する施策を総合的かつ効果的に推進

するものとする。

�������
�愛媛県告示第７３０号
愛媛県低所得世帯子弟就学奨励補助金給付要綱（昭和３６年

８月愛媛県告示第７１６号）は、平成１５年３月３１日限り廃止す

る。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７３１号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サービス
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８１３２２８２１４ 医療法人 片山医院 愛媛県越智郡吉海町幸
新田７１番地

訪問リハビリテ
ーション 片山医院 愛媛県越智郡吉海町幸

新田７１番地 平成１５年２月２５日

３８１３７１０１３８ 医療法人社団 みのり
会

愛媛県西宇和郡三瓶町
朝立２－１－１８

短期入所療養介
護 三瓶病院 愛媛県西宇和郡三瓶町

朝立２－１－１８ 平成１５年２月１２日

愛 媛 県 報平成１５年３月２５日 第１４４２号

２９１



��������������

��������������

�愛媛県告示第７３２号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、次のとおり指定居宅介護支援事業者を指定した。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７３３号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事

業所の名称を変更した旨の届出があった。

３８６０１９０９５２ 有限会社 ケアステー
ションえひめ

愛媛県松山市北井門町
４８２番地２ 訪問看護

有限会社 ケアステー
ションえひめ 訪問看
護ステーション

愛媛県松山市北井門町
４８２番地２ 平成１５年２月７日

３８７０１０３０４５ 有限会社 ケアステー
ションえひめ

愛媛県松山市北井門町
４８２番地２ 訪問介護

有限会社 ケアステー
ションえひめ 訪問介
護事業所

愛媛県松山市北井門町
４８２番地２ 平成１５年２月７日

３８７０１０３０５２ 有限会社 ケアステー
ションえひめ

愛媛県松山市北井門町
４８２番地２ 福祉用具貸与 有限会社 ケアステー

ションえひめ
愛媛県松山市北井門町
４８２番地２ 平成１５年２月７日

３８７０１０３０７８ 勝山興産株式会社 愛媛県松山市大街道三
丁目７番地２ 訪問介護 指定訪問介護支援事業

所「Ａβ」
愛媛県松山市大街道三
丁目７番地２ 平成１５年２月１７日

３８７０１０３０９４ 株式会社 クロス・サ
ービス

愛媛県松山市来住町１４
５８番地４ 通所介護 デイサービス来住 愛媛県松山市来住町１０

５７－１ 平成１５年２月２５日

３８７０１０３１０２ 株式会社 モロコケア 愛媛県松山市古川南一
丁目１６番１２号 通所介護 通所介護事業所じゃん

けんぽん
愛媛県松山市古川北三
丁目３８２－５ 平成１５年２月２５日

３８７０１０３１１０ 医療法人 創実会 愛媛県松山市六軒家町
３番１９号 訪問介護 ヘルパーステーション

わが家
愛媛県松山市六軒家町
３番１９号 平成１５年２月２５日

３８７０１０３１３６ 医療法人 創実会 愛媛県松山市六軒家町
３番１９号

痴呆対応型共同
生活介護

グループホームはなの
家

愛媛県松山市六軒家町
３番１９号 平成１５年２月２６日

３８７０１０３１４４
特定非営利活動法人エ
ヌピーオー痴呆症高齢
者を支える会

愛媛県松山市松前町一
丁目２番地８

痴呆対応型共同
生活介護

グループホームやわら
ぎ

愛媛県松山市枝松六丁
目７番１２号 平成１５年２月２７日

３８７０１０３１５１
特定非営利活動法人痴
呆症高齢者支援えひめ
の会

愛媛県松山市来住町１４
５８番地４

痴呆対応型共同
生活介護 グループホーム風花 愛媛県松山市来住町１０

５７－１ 平成１５年２月２７日

３８７０５００９９２ 社会福祉法人 常美会 愛媛県新居浜市御蔵町
１１番２３号 訪問介護 ヘルパーステーション

おくらの里
愛媛県新居浜市御蔵町
１１番２３号 平成１５年２月７日

３８７０５０１００８ 有限会社 介護の東健 愛媛県新居浜市八幡三
丁目１０番１５号 福祉用具貸与 有限会社 介護の東健 愛媛県新居浜市八幡三

丁目１０番１５号 平成１５年２月２８日

３８７０６００４３８ 社会福祉法人 回生会 愛媛県西条市飯岡３４０２
番地 訪問介護 ヘルパーステーション

福武荘
愛媛県西条市飯岡３３８１
番地の２ 平成１５年２月２０日

３８７０７００２９５ 株式会社 新風会 愛媛県大洲市徳森字野
田１４７７番地１

痴呆対応型共同
生活介護 グループホーム星城 愛媛県大洲市徳森字土

肥１７９０番３ 平成１５年２月２７日

３８７１２００２１２ 社会福祉法人 潤和会 愛媛県東予市周布３２６
番地 通所介護 デイサービスセンター

なごみ
愛媛県東予市周布３２６
番地 平成１５年２月１８日

３８７１２００２２０ 医療法人 弘仁会 愛媛県東予市三津屋南
９番１０ 通所介護 通所介護センターまほ

ろば
愛媛県東予市三津屋南
１０番２０ 平成１５年２月２８日

３８７３２００７１５ 合資会社 ふくふくの
会

愛媛県越智郡弓削町日
比６６９番地 通所介護 ふくふくの会 愛媛県越智郡弓削町下

弓削３２５番地 平成１５年２月２６日

３８７３３００３１７ かぐや園芸合資会社 愛媛県温泉郡中島町大
浦８３０番地 福祉用具貸与 かぐや園芸メディカル

サービス
愛媛県温泉郡中島町大
浦８３０番地 平成１５年２月１３日

３８７３７００２７６ 医療法人 青峰会 愛媛県八幡浜市五反田
１番耕地１０４６番地１ 通所介護 デイサービスセンター

アクティブ保内
愛媛県西宇和郡保内町
宮内３２４番地 平成１５年２月２１日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護支援
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７０１０３０６０ 有限会社 ケアステー
ションえひめ

愛媛県松山市北井門町
４８２番地２ 居宅介護支援

有限会社 ケアステー
ションえひめ 居宅介
護支援事業所

愛媛県松山市北井門町
４８２番地２ 平成１５年２月７日

３８７０１０３０８６ 勝山興産株式会社 愛媛県松山市大街道三
丁目７番地２ 居宅介護支援 指定居宅介護支援事業

所「Ａβ」
愛媛県松山市大街道三
丁目７番地２ 平成１５年２月１７日

３８７０１０３１２８ 株式会社 モロコケア 愛媛県松山市古川南一
丁目１６番１２号 居宅介護支援 指定居宅介護支援事業

所 じゃんけんぽん
愛媛県松山市古川北三
丁目３８２－５ 平成１５年２月２５日

愛 媛 県 報平成１５年３月２５日 第１４４２号

２９２
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平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７３４号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事

業所の所在地を変更した旨の届出があった。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７３５号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事

業を廃止した旨の届出があった。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７３６号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条の規定により、指定居宅介護支援事業者から、次のとおり指定居宅介護支援事

業を廃止した旨の届出があった。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サービス
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地
変 更 前 変 更 後

３８７０１０１９３２ 芙蓉メンテナンス株式
会社

愛媛県松山市和泉５３３
－２

福祉用具
貸与

芙蓉メンテナンス
有限会社

芙蓉メンテナンス
株式会社

愛媛県松山市和泉５３
３－２

平成１５年
１月２７日

３８７０１０２６６６ 株式会社トーカイ 香川県高松市鶴市町２０
０２５－３

訪問入浴
介護

株式会社トーカイ
松山営業所訪問入
浴サービス事業所

株式会社トーカイ
訪問入浴サービス
松山営業所

愛媛県松山市南久米
町１１０

平成１５年
２月２７日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サービス
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地
変 更 前 変 更 後

３８７０１００８７６ ジェイ・アイセクリデ
ータ株式会社

愛媛県松山市西石井２
－１－３０

福祉用具
貸与

ジェイ・アイセクリ
データ株式会社

愛媛県松山市星岡
町２１４－１

愛媛県松山市西石
井２－１－３０

平成１５年
２月２５日

３８７０１０００４１ 株式会社クロス・サー
ビス

愛媛県松山市来住町１０
５７－１

訪問介護
、訪問入
浴介護、
福祉用具
貸与

ケアサポート松山 愛媛県松山市来住
町１４５８－４

愛媛県松山市来住
町１０５７－１

平成１５年
２月２８日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サービス
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定居宅サービス事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８１３７１００３９ 医療法人社団みのり会 愛媛県西宇和郡三瓶町
朝立２－１－７

短期入所療養介
護 三瓶病院 愛媛県西宇和郡三瓶町

朝立２－１－７ 平成１５年２月１１日

３８６３２９０７６７ 社会福祉法人藤寿会 高知県南国市大そね乙
１０７２－１ 訪問看護 指定訪問看護事業所瑞

鶴荘
愛媛県越智郡玉川町畑
寺１５－１ 平成１５年２月２０日

３８７０１０２０６２ 四国松下ライフエレク
トロニクス株式会社

香川県綾歌郡国分寺町
新居６６３番地１ 福祉用具貸与

四国松下ライフエレク
トロニクス株式会社松
山営業所

愛媛県松山市土居田町
７５０番地２ 平成１５年２月１日

３８７０８０００６１ 株式会社クロス・サー
ビス

愛媛県松山市来住町１４
５８－４ 訪問介護 ケアサポートかわのえ 愛媛県川之江市金生町

下分２２１－１２ 平成１５年２月２８日

３８１１２２８０４２ 医療法人 弘仁会 愛媛県東予市三津屋南
９－１０

通所リハビリテ
ーション 共立病院 愛媛県東予市三津屋南

９－１０ 平成１５年２月２８日

３８１０９１０１５２ 医療法人社団栗整形外
科病院

愛媛県伊予三島市中之
庄町３９８－１

訪問介護、通所
リハビリテーシ
ョン、福祉用具
貸与

栗整形外科病院 愛媛県伊予三島市中之
庄町３９８－１ 平成１５年２月２８日

愛 媛 県 報平成１５年３月２５日 第１４４２号

２９３



�������
�愛媛県告示第７３７号
土居町北野土地改良区から認可申請のあった新たな土地改

良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・日之井

出地区）の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭

和２４年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第

８条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供す

る。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・日之井出地区）計画書の写し

� 土居町北野土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１５年３月２６日から４月２２日まで

３ 縦覧場所

土居町役場

�������
�愛媛県告示第７３８号
土居町小林土地改良区から認可申請のあった新たな土地改

良事業（県単独補助土地改良事業（農道）・本郷東地区）の

施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律

第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第６項

の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（農道）

・本郷東地区）計画書の写し

� 土居町小林土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１５年３月２６日から４月２２日まで

３ 縦覧場所

土居町役場

�������
�愛媛県告示第７３９号
土居町小林土地改良区から認可申請のあった新たな土地改

良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・小林西

地区）の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８

条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する

。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・小林西地区）計画書の写し

� 土居町小林土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１５年３月２６日から４月２２日まで

３ 縦覧場所

土居町役場

�������
�愛媛県告示第７４０号
土居町藤原土地改良区から認可申請のあった新たな土地改

良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・高畑地

区）の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４

年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条

第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・高畑地区）計画書の写し

� 土居町藤原土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１５年３月２６日から４月２２日まで

３ 縦覧場所

土居町役場

�������
�愛媛県告示第７４１号
土居町藤原土地改良区から認可申請のあった新たな土地改

良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・古野地

区）の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４

年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条

第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・古野地区）計画書の写し

� 土居町藤原土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１５年３月２６日から４月２２日まで

３ 縦覧場所

土居町役場

�������
�愛媛県告示第７４２号
土居町小林土地改良区から認可申請のあった新たな土地改

良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・土屋地

区）の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４

年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護支援
事業者の開設者の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定居宅介護支援事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８７０８００２１０ 株式会社クロス・サー
ビス

愛媛県松山市来住町１４
５８番地４

居宅介護支援事
業 ケアサポートかわのえ 愛媛県川之江市金生町

下分２２１－１２ 平成１５年２月２８日

愛 媛 県 報平成１５年３月２５日 第１４４２号

２９４
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第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・土屋地区）計画書の写し

� 土居町小林土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１５年３月２６日から４月２２日まで

３ 縦覧場所

土居町役場

�������
�愛媛県告示第７４３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、今治市から協議のあった市営土地改良事業（た

め池等整備事業・蓮地区）の施行に平成１５年３月１４日同意し

た。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第７４４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、今治市から協議のあった市営土地改良事業（た

め池等整備事業・高屋地区）の施行に平成１５年３月１４日同意

した。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第７４５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、今治市から協議のあった市営土地改良事業（た

め池等整備事業・高部小池地区）の施行に平成１５年３月１４日

同意した。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第７４６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、久万町から協議のあった町営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（農道）・シオズカ地区）の施行に平

成１５年３月１４日同意した。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第７４７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の

規定により、久万町から協議のあった町営土地改良事業（県

単独補助土地改良事業（農道）・久万郷地区）の施行に平成

１５年３月１４日同意した。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第７４８号
平成１５年３月１１日野村町営土地改良事業表前地区の換地計

画に基づく換地処分があったので、土地改良法（昭和２４年法

律第１９５号）第９６条の４において準用する同法第５４条第４項

の規定により公告する。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第７４９号
平成１５年３月１３日津島町営基盤整備促進事業上槇下地区の

換地計画に基づく換地処分があったので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第９６条の４において準用する同法第５４条

第４項の規定により公告する。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７５０号
家畜改良増殖法（昭和２５年法律第２０９号）第１８条及び第３２条の規定により、家畜人工授精師の免許証を次のとおり書換交付

した。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

免 許
番 号

免 許
年 月 日

家 畜
の

種 類
免 許
資 格 本 籍 地 現 住 所 氏 名

生 年 月 日

第１７６９号 平成１５年３月２５日
牛
豚
緬羊
山羊

牛・豚・緬羊
・山羊の家畜
人工授精及び
牛の家畜体内
受精卵移植の
業務

愛 媛 県 東宇和郡野村町大字野村１１号２３番地３ 枡 井 和 恵
昭和５４年５月１日

第１７７０号 平成１５年３月２５日
牛
豚
緬羊
山羊

牛・豚・緬羊
・山羊の家畜
人工授精及び
牛の家畜体内
受精卵移植の
業務

愛 媛 県 東宇和郡野村町大字野村２号２４３番地 吉 岡 美 鈴
昭和５４年７月２５日

愛 媛 県 報平成１５年３月２５日 第１４４２号

２９５
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�愛媛県告示第７５１号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定

により、次のように保安林の指定をする。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 保安林の所在場所

西条市東之川字松岡平甲１２の２、甲１４の２、甲２２、甲２５

、甲２８、甲２９、甲１２４、甲１２５の１、甲１３４、甲１３５、字

川出乙１０１から乙１０３まで、乙１０４の１、乙１０４の２、乙

１０５、乙１０６の１、乙１０６の２、乙１０７の１、乙１０８の１

、乙１０８の２、乙１０９、乙１１１の２、乙１１２の２、乙１１２

の３、乙１１４、乙２２０の１、乙２２０の２、乙２２１から乙２

２７まで、乙２２８の１、乙２２８の２、西之川字弐之瀧丁１の

２、丁２の１、丁２の２、丁３、丁８、丁１４の２、丁１５、

丁１６、丁４７、丁５８、丁５９、字老野丁１６３、丁１６４の１、丁

１６４の２、丁２５５、字野地丁２６１、丁２６３、丁２７９、丁２

８２、丁２８５、丁２８６、丁３６７、丁３７０から丁３７３まで、丁

３７４の１、丁３７４の２、丁３７５の２、丁３７６、丁３７７、丁

３８８の１、丁４０３、丁４１１から丁４１４まで、丁４１９の１、

丁４１９の２、丁４２０、丁４２１、字奥平丁４２９から丁４３１ま

で、丁４３３、丁４３６から丁４３８まで、丁４５４、丁４６４の１

、丁４６４の２、丁４６８の２、字中ノ郷丁５２０、丁５３０の１

、丁５３７、字中之郷丁５２１、丁５２２の１、丁５２２の２、丁

５２３から丁５２５まで、丁５３０の２、丁５３２の１、丁５３３の

１から丁５３３の４まで、丁５３４の３、丁５４７、丁５４９の１

、丁５４９の２、丁５４９の５、丁５６４、丁５６６の２、丁５６６

の３、丁５６７、丁５６８の１から丁５６８の３まで、丁５６８の

５、字猪之谷丁５７６の１、丁５７６の２、丁５７８、丁５７９の

１、丁５８０、丁５８１、丁５８８から丁５９１まで、丁５９４の２

、丁５９６、丁６０１、丁６１８の１、丁６２２の２、丁６２９、丁

６３６、丁６３８、丁６４０の２、丁６４８、丁６４９、丁６５０の１

から丁６５０の４まで、丁６５１、丁６５２の１から丁６５２の４

まで、丁６５３の３、丁６５３の４、丁６５４の１、丁６５５の１

、丁６５５の２

２ 指定の目的

水源のかん養

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立

木の所在する市町村に係る市町村森林整備計画で定め

る標準伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及

び西条市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第７５２号
河川法（昭和３９年法律第１６７号）第５条第１項の規定によ

り、次のとおり二級河川の指定を変更する。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第７５３号
港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第３４条において準用する

同法第１２条第５項の規定に基づき、波止浜港港湾施設の概要

を次のとおり公示する。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第７５４号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する

同法第１４条第１項の規定に基づき、大洲市東若宮土地区画整

理組合理事長から次のとおり公共測量を実施する旨の通知が

あった。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 作業種類 公共測量（大洲市東若宮地区土地区画整理

事業出来形確認測量）

２ 作業期間 平成１５年３月２５日から

平成１５年９月３０日まで

３ 作業地域 大洲市若宮・東大洲地域

�愛媛県告示第７５５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局伊予三島土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

水系名河川名 旧・
新別

区 間

上 流 端 下流端

成谷川成谷川

旧
左岸 北宇和郡吉田町大字法花津字鳴

谷５番耕地９７番３地先
右岸 北宇和郡吉田町大字法花津字鳴

谷５番耕地８４番１地先

海に至る

新
左岸 北宇和郡吉田町大字法花津字鳴

谷５番耕地２６番地先
右岸 北宇和郡吉田町大字法花津字鳴

谷４番耕地２１０番地先

海に至る

種 類 位 置 数 量 及 び 能 力

泊 地

今治市波止浜字赤崎１
番１地先から
同市小浦町二丁目丁４５
４番地先まで

面積 １０２，０００平方メートル
水深 ３．０～７．５メートル

愛 媛 県 報平成１５年３月２５日 第１４４２号

２９６
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�愛媛県告示第７５６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局伊予三島土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７５７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３１９号
伊予三島市金子二丁目字金子２０９６番６地先から

同字２１０６番２地先まで

旧 １１．４～１４．２ ０．０５１

新 １１．４～１７．６ ０．０５１

県 道 金生三島線
川之江市川之江町字鋳物師神２０番１地先から

同町字壱町地３０番１地先まで

旧 ５．４～７．０ ０．１０３

新 ９．１～１１．５ ０．１０３

〃 〃
川之江市妻鳥町字東坊ノ北７４０番５地先から

同字７３８番２地先まで

旧 ６．５～８．９ ０．０５４

新 ７．９～９．９ ０．０５４

〃 別子山土居線
宇摩郡土居町大字浦山字市田畑乙１７６番１０地先から

同字乙１７６番３地先まで

旧 ４．５～９．０ ０．０９８

新 ６．５～２７．５ ０．０９８

〃 〃
宇摩郡土居町大字浦山字市田畑乙１７６番３地先から

同字乙１７４番５地先まで

旧 ４．０～１９．５ ０．１１３

新 ２２．０～３８．０ ０．１０２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３１９号
伊予三島市金子二丁目字金子２０９６番６地先から

同字２１０６番２地先まで
平成１５年３月２５日

県 道 金生三島線
川之江市川之江町字鋳物師神２０番１地先から

同町字壱町地３０番１地先まで
〃

〃 〃
川之江市妻鳥町字東坊ノ北７４０番５地先から

同字７３８番２地先まで
〃

〃 別子山土居線
宇摩郡土居町大字浦山字市田畑乙１７６番１０地先から

同字乙１７６番３地先まで
〃

〃 〃
宇摩郡土居町大字浦山字市田畑乙１７６番３地先から

同字乙１７４番５地先まで
〃

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３１７号
越智郡玉川町大字龍岡上字龍円寺甲１４７番６地先から

同大字字政所甲８５番６地先まで
平成１５年３月２５日

愛 媛 県 報平成１５年３月２５日 第１４４２号
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�愛媛県告示第７５８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局伊予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７５９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７６０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７６１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７６２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３７９号
伊予郡砥部町川登１００５番３から

同町川登３２６４番地先まで

旧 ４．０～２０．０ ３．１７０

新 ４．０～２０．０
１２．５～６４．０

３．１７０
３．０１０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 長浜保内線
喜多郡長浜町大字下須戒甲１８４６番１から

同大字甲１８４５番６まで
平成１５年３月２８日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 串中山線
喜多郡内子町石畳１８１６番３から

同町石畳１８２１番２まで

旧 ５．６～１２．０ ０．０７７

新 ５．６～３１．８ ０．０７４

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 串中山線
喜多郡内子町石畳１８１６番３から

同町石畳１８２１番２まで
平成１５年３月２５日

愛 媛 県 報平成１５年３月２５日 第１４４２号
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公 告
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�愛媛県告示第７６５号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号

の規定により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

伊予郡松前町大字浜字一町六反８３８番３及び８３９番３

２ 申請人の住所氏名

伊予郡松前町大字浜７１１番地７

満田 泰三

３ 図面省略

�愛媛県告示第７６３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第７６４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

技能検定の合格者について

職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）に基づき平成１４年１１月２９日から平成１５年２月２３日までの間に実施した技能検定

の合格者は、次のとおりである。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 内子河辺野村線
喜多郡五十崎町大字北表乙５７６番３から

同大字乙５６１番５まで
平成１５年３月２５日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 八幡浜保内線
西宇和郡保内町川之石１０番耕地９９番４から

同町川之石１０番耕地１９２番３まで

旧 ６．６～１５．３ ０．３００

新 ６．６～２１．４ ０．３００

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 八幡浜保内線
西宇和郡保内町川之石１０番耕地９９番４から

同町川之石１０番耕地１９２番３まで
平成１５年３月２５日

機械加工

特級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ｂ １ 中 田 康 治 Ｃ １ 豊 村 晃 二

愛 媛 県 報平成１５年３月２５日 第１４４２号
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仕上げ

特級

受検番号 氏 名

Ｂ １ 吉 田 忍

仕上げ（機械組立仕上げ作業）

１級

受検番号 氏 名

Ｄ １ 中 村 幸 信

機械検査（機械検査作業）

１級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ｃ ２ 三 浦 博 史 Ｃ ５ 岡 本 秀 男 Ｃ ６ 大 西 龍 雄

２級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 ５ 笠 崎 祥 司 Ａ甲 ６ 三 好 典 子 Ｃ １ 門 田 憲 吾

機械保全

特級

受検番号 氏 名

Ｃ １ � 橋 雅 由

機械保全（機械系保全作業）

１級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 １ 片 岡 徹 也 Ａ甲 ４ 大 西 久 雄 Ａ甲 ６ 勝 本 禎 郎 Ａ甲 ８ 石 田 俊 郎

Ａ甲 ９ 奥 西 敏 夫 Ａ甲 １０ 藤 岡 康 雄 Ａ甲 １３ 筒 井 浩 史 Ａ甲 １４ 児 山 俊 弘

Ａ甲 １９ 高 田 佳 和 Ａ甲 ２０ 鈴 木 善 己 Ａ甲 ２３ 藤 田 秀 男 Ａ甲 ２６ 鈴 木 浩 二

Ａ甲 ２７ 白 川 紀 和 Ａ甲 ２８ 大 角 郁 正 Ａ甲 ３０ 永 井 照 正 Ａ甲 ３４ 越 智 英 治

Ａ甲 ３７ 山 内 伸 一 Ａ甲 ３８ 三 浦 晃 徳 Ａ甲 ４３ 梅 原 慶 一 Ａ甲 ４４ 原 俊 和

Ａ甲 ４６ 池 尻 明 正 Ａ甲 ４７ 砂 川 永 悟 Ａ甲 ４８ 松 本 暢 人 Ａ甲 ４９ 伊 藤 功仁孝

Ａ甲 ５０ 黒 瀬 康 正 Ａ甲 ５４ 森 本 聡 Ａ甲 ６１ 宮 嶋 龍 治 Ａ甲 ６４ 白 木 寿 和

Ｂ ２ 岡 部 博 司 Ｂ ５ 杉 山 道 夫 Ｂ ６ 曽我部 和 夫 Ｂ ７ 川 又 均

Ｂ １１ 藤 田 直 樹 Ｂ １２ 渡 部 光 昌 Ｂ １４ 山 本 徳 孝 Ｂ １７ 原 田 実

Ｃ １ 三 好 邦 彦 Ｃ ２ 石 川 達 伸 Ｃ ３ 難 波 日佐男 Ｃ ４ 住 田 俊 成

Ｃ ８ 南 真 也 Ｃ ９ 山 内 英 昭 Ｃ １２ 酒 井 久 富 Ｃ １８ 曽我部 強

Ｃ １９ 松 本 和 則 Ｃ ２０ 稲 見 一 俊 Ｃ ２１ 桧 垣 正 Ｃ ２２ 畑 野 厚 明

Ｃ ２３ 猪 上 隆 Ｃ ２４ 帆 谷 享 久 Ｃ ２５ 祖母井 隆 二 Ｃ ２７ 岸 明

Ｃ ２９ 秋 月 久 幸 Ｃ ３３ 矢 島 裕 史 Ｃ ３４ 松 木 俊 明

２級

愛 媛 県 報平成１５年３月２５日 第１４４２号
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受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 １ 石 川 政 文 Ａ甲 ３ 福 田 優 一 Ａ甲 ６ 真 鍋 勝 行 Ａ甲 １４ 高 田 克 明

Ａ甲 １５ 西 嶋 光 昭 Ａ甲 ２０ 山 崎 晃 Ａ甲 ２１ 田 中 浩 和 Ａ甲 ２３ 今 川 健 司

Ａ甲 ２８ 柴 � 康 明 Ａ甲 ２９ 島 貴 章 Ａ甲 ３０ 野 村 康 仁 Ａ甲 ３３ 玉 澤 真一郎

Ａ甲 ３４ 高 森 恵 一 Ａ甲 ４０ 河 野 亮 Ａ甲 ４１ 浅 野 哲 臣 Ａ甲 ４２ 大 石 文 雄

Ａ甲 ４３ 篠 原 伸 司 Ａ甲 ４４ 梶 本 成 三 Ａ甲 ４６ 近 藤 浩 嗣 Ａ甲 ５０ 伊 藤 信 雄

Ａ甲 ５３ 深 川 正 Ａ甲 ５６ 相 原 順 一 Ａ甲 ６５ 白 石 義 喜 Ａ甲 ６６ 小 亀 武 志

Ａ甲 ６７ 石 川 宏 之 Ａ甲 ６９ 友 近 孔 二 Ａ甲 ７０ 住 田 祐 一 Ａ甲 ７１ 越 智 裕 貴

Ａ甲 ７３ 八ツ橋 俊 一 Ａ甲 ７５ 横 山 隆 則 Ａ甲 ７６ � 橋 利 彦 Ａ甲 ７７ 高 津 祐 二

Ａ甲 ７８ 岡 田 幸 治 Ａ甲 ７９ 近 藤 光一郎 Ａ甲 ８０ 寺 岡 和 志 Ａ甲 ８１ 田 村 昌 宏

Ａ甲 ８２ 山 田 好 之 Ａ甲 ８９ 井 上 憲 治 Ａ甲 ９０ 山 内 哲 也 Ａ甲 ９２ 池 西 朋 睦

Ａ甲 ９３ 手 島 雅 之 Ａ甲 ９７ 伊 藤 彰 朗 Ａ甲 ９９ � 橋 信 夫 Ａ甲１００ 黒 田 圭 一

Ａ甲１０２ 三 崎 一 雄 Ａ甲１０７ � 橋 徹 Ａ甲１１０ 近 藤 友 和 Ａ甲１１３ 大 成 優 樹

Ａ甲１２０ 伊 藤 敬 介 Ａ甲１２１ 神 野 智 Ａ甲１２４ 田 中 宜 孝 Ａ甲１２５ 中 山 信 悟

Ａ甲１２８ 大 野 賢 一 Ａ甲１２９ 都 築 裕 治 Ａ甲１３０ 山 田 健 治 Ａ甲１３２ 矢 野 繁 敏

Ａ甲１３３ � 橋 恒 孝 Ａ甲１３４ 岡 田 尚 之 Ａ甲１３５ 岡 田 剛 Ａ甲１３６ 曽 我 祐 士

Ａ甲１３７ 加 藤 信 幸 Ａ甲１３８ 秦 聡 Ａ甲１４２ 野 間 英 夫 Ａ甲１５０ 山 下 敦 司

Ａ甲１５２ 野 間 浩 Ａ甲１５４ 浅 木 雅 夫 Ａ甲１５５ 工 藤 浩 照 Ａ甲１５７ 神 野 浩 伸

Ａ甲１５８ 楠 瀬 好 史 Ａ甲１６０ 真 鍋 昇 二 Ａ甲１６２ 門 田 隆 Ａ甲１６３ 戸 田 武 史

Ａ甲１６４ 山 中 慶 遵 Ａ甲１６５ 大 西 嘉 彦 Ａ甲１６６ 大 谷 仁 志 Ａ甲１６８ 佐 伯 光 晴

Ａ甲１７２ 佐々木 和 彦 Ａ甲１８３ 森 本 誠 Ａ甲１８４ � 岡 保 夫 Ｂ ３ 中 矢 聡

Ｂ ４ 古 屋 喜 和 Ｂ ５ 杉 浦 慎 哉 Ｂ ６ 鮎 貝 秀太郎 Ｂ ９ 佐 藤 綾 範

Ｂ １０ 福 島 進 一 Ｂ １２ 藤 田 章 雄 Ｂ １８ 高 橋 哲 郎 Ｂ １９ 河 野 誠

Ｂ ２０ 菅 伸一郎 Ｂ ２６ 黒 川 浩 文 Ｂ ２７ 岡 本 真 肇 Ｂ ３２ 小 山 章 司

Ｂ ３６ 渡 辺 徳 広 Ｃ ２ 紺 家 幸 治 Ｃ ３ 大 山 浩 Ｃ ４ 森 久 健 司

Ｃ ５ 坂 上 進 Ｃ ６ 小 寺 信 Ｃ ７ 加 藤 実 Ｃ ８ 加 藤 伸 一

Ｃ ９ 横 井 文 男 Ｃ １０ 沖 恒 雄 Ｃ １１ 真 鍋 泰久児 Ｃ １３ 川 又 康 司

Ｃ １５ 松 田 隆 広 Ｃ １６ 正 岡 和 博 Ｃ １７ 加 藤 龍 司 Ｃ １８ 川 村 幸 二

Ｃ １９ 松 木 史 紀 Ｃ ２２ 大 西 昭 敏 Ｃ ２３ 白 石 昭 寿 Ｃ ２４ 山 下 大 輔

Ｃ ２５ 岩 佐 俊 作 Ｃ ２６ 寺 田 任 寿 Ｃ ３０ 寺 澤 圭 Ｃ ３１ 高 井 充

Ｃ ３２ 橋 本 正 観 Ｃ ３７ 伊 藤 進 Ｃ ３８ 宇 野 利 弘 Ｃ ４２ 伊 藤 公 一

Ｃ ４４ 星 加 明 夫 Ｃ ４５ 村 上 孝 行 Ｃ ５４ 堀 江 大 輔 Ｃ ５５ 友 枝 剛

Ｃ ５６ 三 神 匡 哉 Ｃ ５７ 渡 部 俊 一 Ｃ ５８ 辻 英 明 Ｃ ６１ 近 藤 孝 宏

Ｃ ６２ 矢 野 敏 文 Ｃ ６３ 星 加 正 文 Ｃ ６４ 石 川 幸 二 Ｃ ６５ 藤 田 英 志

Ｃ ６７ 藤 田 勝 也 Ｃ ７０ 越 智 泰 志 Ｃ ７１ 浮 津 圭 吾 Ｃ ７２ 浜 元 真 二

Ｃ ７３ 松 尾 宗 樹 Ｃ ７５ 小 西 篤 史 Ｃ ７８ 兵 頭 昭 徳 Ｃ ８０ 吉 田 進

Ｃ ８１ 玉 田 和 久 Ｃ ８２ 山 本 国 久 Ｃ ８３ 岡 田 正 広 Ｃ ８４ 松 本 淳

Ｃ ８５ 秋 山 靖 雄 Ｄ １ 平 岡 和 也 Ｄ ２ 原 美貴雄 Ｄ ３ 渡 辺 昇 平

Ｄ ４ 中 川 義 治

機械保全（電気系保全作業）

１級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 ３ 武 市 貴 裕 Ａ甲 １２ 富 岡 将 美 Ａ甲 １５ 芳 我 聡 Ｂ ２ 岡 崎 清 光

Ｂ ６ 松 木 一 久 Ｂ ７ 森 陽 二 Ｂ ９ 白 石 修 一 Ｃ ３ 印 南 要 介

Ｃ ４ 川 上 善 生 Ｃ ５ 岡 本 高 浩 Ｃ ６ � 橋 修 Ｃ ７ 松 本 和 行

Ｄ １ � 橋 龍 明

２級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 ５ 鴻 上 龍 也 Ａ甲 ８ 伊 藤 淳 一 Ａ甲 １２ 上 田 慶 茂 Ａ甲 １３ 土手内 博

Ａ甲 １６ 梶 岡 定 行 Ｂ １ 松 本 英 二 Ｃ １ 渡 辺 潔 Ｃ ４ 幡 本 直 人

Ｃ ５ 河 上 純 也 Ｃ ６ 今 井 雄 士 Ｃ ７ 園 田 健 人 Ｃ ８ 山 村 哲 也
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Ｃ ９ 満 汐 智 史 Ｄ １ 宮 城 幸 治

機械保全（設備診断作業）

１級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 ４ 近 藤 一 男 Ａ甲 ５ 今 井 恒 年 Ｂ １ 大 西 誠 Ｃ １ 加 藤 和 雄

Ｃ ８ 水 沼 正 Ｃ １１ 藤 田 誠 悟 Ｃ ２１ 古 川 明 彦 Ｃ ２２ 大 池 真

Ｃ ２３ 坂 口 明 Ｃ ２７ 高 橋 邦 雄

２級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 １ 福 田 圭 吾 Ｂ １ 石 川 伸 二 Ｃ １ 秦泉寺 良 一 Ｃ ３ 熊 � 収

Ｃ ５ 田 中 秀 紀 Ｃ ７ 加 藤 俊 之 Ｃ ８ 高 尾 勇 吉 Ｃ ９ 寺 尾 長 年

Ｃ １０ 高 畠 浩 典 Ｃ １２ 十 亀 靖 章 Ｃ １３ 近 藤 信 彦 Ｃ １４ 小 野 伸 一

Ｃ １８ 村 上 広 明 Ｃ ２１ 三 好 克 彦 Ｃ ２３ 橋 本 賢 治

電気機器組立て（シーケンス制御作業）

１級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 １ 村 上 康 彦 Ａ甲 ２ 大 藤 勇 Ａ甲 ５ 島 津 金 正 Ａ甲 ６ 松 本 朋 仁

Ａ甲 ７ 清 岡 弘 明

２級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 ３ 宮 尾 映 至 Ａ甲 ５ 吉 岡 豊 Ａ甲 ６ 前 田 康 之

半導体製品製造

特級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ｂ １ 川 崎 真 二 Ｂ ４ 古 川 明 彦 Ｃ １ 矢 野 津 吉

半導体製品製造（集積回路チップ製造作業）

１級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 １ 藤 田 明 敏 Ａ甲 ５ 喜 井 政 治 Ａ甲 ６ 林 健 Ａ甲 ７ 岩 本 拓 幸

Ａ甲 ９ 佐 伯 勝 Ａ甲 １１ 近 藤 秀 彦 Ａ甲 １２ 武 田 勇 Ａ甲 １３ 藤 原 隆 志

Ａ甲 １９ 友 枝 清 彦 Ｂ ２ 石 村 聡 Ｂ ５ 池 田 光 志 Ｃ １ 手 島 康 博

Ｃ ３ 曽我部 啓 一 Ｃ ４ 岡 田 将 仁 Ｃ ５ 山 内 達 彦 Ｃ ６ 吉 田 寛

２級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 ４ 松 浦 豊 Ａ甲 ８ 青 山 美 菜 Ａ甲 １７ 余 吾 吉 信 Ａ甲 １８ 山 中 智 代

Ａ甲 ２１ 安 藤 慶 博 Ａ甲 ２３ 小 山 雅 司 Ａ甲 ２４ 三 谷 義 一 Ａ甲 ２５ 廣 本 貴 久

Ａ甲 ２６ 小 野 秀 二 Ｂ １ 宮 本 栄 一 Ｂ ４ 友 枝 剛 Ｂ ６ 佐 藤 量 洋
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Ｂ ９ 藤 原 優 績 Ｃ １ 篠 原 祐 一 Ｃ ５ 小笠原 秀 樹 Ｃ ６ � 橋 伸 弘

Ｃ ７ 加 地 良 Ｃ ８ 阿 部 将 和

自動販売機調整（自動販売機調整作業）

１級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 ２ 近 藤 章 司 Ａ甲 ３ 森 浩 二 Ａ甲 ４ 平 家 省 治 Ａ甲 ５ 藤 原 宏 一

Ａ甲 ６ 福 岡 敏 明

２級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 １ 柾 木 聖 司 Ａ甲 ２ 日 野 孝 則 Ａ甲 ４ 玉 井 大 輔 Ａ甲 ５ 倉 田 寛 之

Ａ甲 ６ 石 田 貴 裕 Ａ甲 ８ 向 井 裕 司 Ｂ ２ 能 瀬 力 Ｃ １ 長 井 隆 志

Ｃ ２ 門 田 学

空気圧装置組立て（空気圧装置組立て作業）

１級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 ２ 芝 田 昭 二 Ａ甲 ３ 二 宮 宏 文

２級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 １ 宇 � 道 子 Ａ甲 ５ 神 岡 典 子 Ａ甲 ６ 大 山 光 子 Ａ甲 ７ 神 崎 大 輔

Ａ甲 ８ 筒 井 静 江 Ｂ １ 八 木 和 子 Ｂ ２ 毛 利 俊 介

農業機械整備（農業機械整備作業）

１級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 ２ 赤 宗 敏 也 Ａ甲 ３ 太 田 裕 次 Ａ甲 ４ 相 原 正 昇 Ｂ １ � 橋 義 雄

Ｂ ２ 井 上 光 幸

２級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 １ 冠 淳 孝 Ａ甲 ４ 青 野 裕 保 Ａ甲 ５ 武 智 勇 貴 Ａ甲 ７ 福 岡 正 義

Ａ甲 ８ 大 森 悟 Ａ甲 １０ 下 柳 礼 仁 Ａ甲 １２ 織 田 優 一 Ａ甲 １３ 菊 池 宏 明

Ａ甲 １４ 武 田 仁 Ａ甲 １５ 清 水 喜三夫 Ｃ １ 水 口 忠 明

冷凍空気調和機器施工（冷凍空気調和機器施工作業）

１級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 ２ 酒 井 健 治 Ａ甲 ３ 森 川 敏 伯 Ｂ ２ 土居原 敦 Ｃ １ 沖 秀 和

Ｃ ２ 藤 川 武 志
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２級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 ５ 礒 � 清 光 Ａ甲 ６ 杉 本 裕 司 Ａ甲 ７ 石 川 博 之 Ａ甲 ８ 金 谷 士 郎

Ｂ ３ � 橋 健 次 Ｂ ４ 今 村 一 郎 Ｂ ５ 横 本 裕 治 Ｂ ６ 藤 井 貴 之

和裁（和服製作作業）

１級

受検番号 氏 名

Ｃ １ 下 村 千 陽

２級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ｃ １ 中 田 紗緒梨 Ｃ ２ 西 岡 妙 子

石材施工（石材加工作業）

２級

受検番号 氏 名

Ｃ １ 紀 井 文 夫

石材施工（石積み作業）

１級

受検番号 氏 名

Ｃ １ 井 上 崇 秀

パン製造（パン製造作業）

２級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 ２ 阿 部 正 彦 Ａ甲 ３ 戸 塚 良 次

菓子製造（洋菓子製造作業）

２級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 ２ 山 本 由 佳 Ａ甲 ５ 瀧 本 真 由

菓子製造（和菓子製造作業）

１級

受検番号 氏 名

Ａ甲 １ 渡 辺 雅 典

２級
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受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ｃ ２ 浦 中 保 生 Ｃ ３ 渡 部 浩 充

建築大工（大工工事作業）

１級

受検番号 氏 名

Ｃ ３ 越 智 福 明

２級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 ３ 山 根 裕 司 Ａ甲 ５ 兵 頭 房 義 Ａ甲 ６ 小 野 浩 治

かわらぶき（かわらぶき作業）

１級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 １ 村 上 純 Ａ甲 ３ 清 水 克 広

２級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 １ 垂 水 久 司 Ａ甲 ４ 松 本 淳 一 Ａ甲 ５ 大 野 敦 Ｃ １ 西 原 仁 史

配管（建築配管作業）

１級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 ２ 安 藤 正 Ａ甲 ３ 近 藤 一 太 Ａ甲 ４ 松 木 郁 範 Ａ甲 ５ 西 村 武 司

Ａ甲 ６ 真 鍋 武 文 Ａ甲 ７ 稲 見 敏 也 Ａ甲 ８ 村 上 寿 彦 Ａ甲 １０ 近 藤 慎 治

Ａ甲 １１ 越 智 正 樹 Ａ甲 １２ 富 田 雄 二 Ａ甲 １３ 桧 垣 淳 次 Ａ甲 １５ 渡 辺 博 文

Ａ甲 １７ 藤 本 勝 幸 Ａ甲 １８ 兵 頭 徳 眞 Ａ甲 １９ 下 村 正 之 Ａ甲 ２１ 篠 崎 正 美

Ａ甲 ２２ 中 野 義 文 Ａ甲 ２３ 菊 池 佐久夫

２級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 １ 續 木 勝 博 Ａ甲 ２ 曽我部 俊 哉 Ａ甲 ３ 宇 野 一 生 Ａ甲 ４ 鈴 木 竜 二

Ａ甲 ５ 泉 孝 志 Ａ甲 ７ 川 上 裕 視 Ａ甲 ８ 伊 藤 友 康 Ａ甲 １０ 山 内 美喜芳

Ａ甲 １１ 山 本 裕 司 Ａ甲 １３ 和 泉 吉 明 Ａ甲 １５ 白 石 三千夫 Ａ甲 １６ 菊 池 要

Ａ甲 ２０ 小 池 富 生 Ａ甲 ２１ 和 泉 裕 一 Ａ甲 ２５ 山 上 祐 二 Ａ甲 ３０ 荒 木 裕

Ｃ ３ 永 井 敦

３級

受検番号 氏 名

Ａ甲 １ 不老地 雅 司
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型枠施工（型枠工事作業）

１級

受検番号 氏 名

Ａ甲 １ 宮 田 堅 秀

鉄筋施工（鉄筋組立て作業）

１級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 １ 山 口 勇 人 Ａ甲 ２ 河 本 篤 Ａ甲 ３ � 橋 伸 也 Ａ甲 ７ 高 岡 正 和

Ｃ １ 山 内 政 夫 Ｃ ４ 松 尾 淳 至 Ｃ ６ 石 丸 和 幸

２級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 ５ 桧 垣 洋 二 Ａ甲 ６ 千 葉 貴 史 Ａ甲 ７ 玉 置 理 Ａ甲 ９ 三 好 幸 裕

Ａ甲 １０ 松 下 健 二 Ａ甲 １７ 尾 � 直 也 Ａ甲 １８ 尾 � 匠 Ａ甲 ２２ 山 口 誉志人

コンクリート圧送施工（コンクリート圧送工事作業）

１級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 ２ 都 築 直 人 Ａ甲 ３ 二 宮 成 二 Ａ甲 ４ 浜 田 光 紀 Ａ甲 ５ 若 松 好 和

Ａ甲 ６ 岩 城 能 成

２級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 １ 木 田 昇 憲 Ａ甲 ２ 朝 山 治 樹 Ａ甲 ７ 森 政 志 Ａ甲 ８ 竹 田 順 人

Ａ甲 ９ 清 家 光 Ｂ １ 一 松 明 義 Ｂ ２ 宇都宮 正 人 Ｃ １ 和 田 元 一

防水施工（アスファルト防水工事作業）

１級

受検番号 氏 名

Ｃ １ 池 原 昭 彦

２級

受検番号 氏 名

Ａ甲 ２ 山 下 隆 文

防水施工（合成ゴム系シート防水工事作業）

１級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 １ 金 吉 照 樹 Ａ甲 ２ 山 口 知 博 Ｂ １ 小 松 博 Ｃ １ 山 岡 正 治

Ｄ １ 冨 永 幸 雄
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防水施工（塩化ビニル系シート防水工事作業）

１級

受検番号 氏 名

Ｃ １ 大 野 邦 雄

２級

受検番号 氏 名

Ｃ １ 大 野 隆 明

樹脂接着剤注入施工（エポキシ樹脂注入工事作業）

単一等級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 ２ 佐 伯 健 一 Ａ甲 ３ 佐 竹 弘 行 Ａ甲 ６ 吉 田 和 男 Ａ甲 ７ 釣 谷 武 士

Ａ甲 ８ 伊賀上 泰 俊 Ａ甲 １１ 伊尾喜 文 礼 Ｂ １ 西 山 健 太 Ｂ ２ 上 野 正 人

Ｃ １ 矢 野 祐 司

カーテンウォール施工（金属製カーテンウォール工事作業）

１級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ｂ １ 諸 農 賢 一 Ｃ １ 大 居 真 人

２級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 １ 竹 山 太 郎 Ａ甲 ２ 吉 岡 剛 Ｃ １ 向 井 直 樹

バルコニー施工（金属製バルコニー工事作業）

単一等級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 １ 藤 本 豊 Ａ甲 ２ 井 手 健 治 Ａ甲 ３ 田 村 直 也 Ａ甲 ４ 武 田 博 文

Ａ甲 ６ 梶 原 長 展

ガラス施工（ガラス工事作業）

２級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 １ 井 川 雅 人 Ｃ １ 井 川 淳 司

機械・プラント製図（機械製図手書き作業）

２級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 ２ 中 川 裕 介 Ｂ １ 大 西 信 次 Ｃ １ 宇都宮 賢 治

愛 媛 県 報平成１５年３月２５日 第１４４２号

３０７



教育委員会規則

�愛媛県教育委員会規則第１号
指導力不足等教員の取扱いに関する規則を次のように定め

る。

平成１５年３月２５日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

指導力不足等教員の取扱いに関する規則

（趣旨）

第１条 この規則は、地方教育行政の組織及び運営に関する

法律（昭和３１年法律第１６２号。以下「法」という。）第４７

条の２第２項に規定する手続のほか、児童又は生徒に対す

る指導が不適切である教員の取扱いに関し必要な事項を定

めるものとする。

（定義）

第２条 この規則において「教員」とは、愛媛県教育委員会

（以下「県教育委員会」という。）の任命に係る教諭、養

護教諭、助教諭及び養護助教諭（地方公務員法（昭和２５年

法律第２６１号）第２８条の４第１項又は第２８条の５第１項の

規定により採用された者（以下「再任用職員」という。）

を除く。）並びに講師（再任用職員及び非常勤の講師を除

く。）をいう。

２ この規則において「指導力不足等教員」とは、精神疾患

その他の疾病以外の理由により、次の各号のいずれかに該

当する教員をいう。

機械・プラント製図（機械製図ＣＡＤ作業）

１級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ｂ １ 峰 岡 慶 二 Ｃ １ 橋 元 丈 人

２級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 １ 山 地 弘 城 Ａ甲 ２ 福 本 隆 司 Ｂ ２ 加 藤 誠一朗 Ｂ ３ 大 西 一 馬

Ｂ ５ 別 宮 直 樹 Ｂ ６ 日 野 和 敏 Ｂ ７ 石 川 延 明 Ｃ ２ 野 村 浩 紀

Ｃ ３ 水 田 敬 志 Ｃ ４ 木 山 準 一 Ｃ ５ 灘 野 雅 Ｃ ６ 藤 本 徹

電気製図（配電盤・制御盤製図作業）

１級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 １ 清 水 智 一 Ａ甲 ２ 渡 辺 功 Ｄ １ 真 部 正 弘

２級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 ２ 浜 中 聴 行 Ａ甲 ３ 倉 橋 昌 記

塗装（鋼橋塗装作業）

１級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 ６ 林 賢 次 Ａ甲 ７ 山 内 昌 士 Ｃ １ 木 村 隆 仁 Ｃ ３ 鶴 田 仁

Ｃ ４ 藤 本 英 二 Ｃ ５ 渡 部 克 久 Ｃ ６ 松 村 伸 二 Ｃ ７ 宮 本 英 樹

２級

受検番号 氏 名 受検番号 氏 名 受検番号 氏 名

Ａ甲 ４ 二 宮 良 二 Ｂ １ 伊 藤 陽 厳 Ｃ １ 鎌 田 雅 和
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公安委員会規則

� 教科に関する専門的知識、技術等が不足しているため

、児童又は生徒に対する学習指導を適切に行うことがで

きない教員

� 指導方法が不適切であるため、児童又は生徒に対する

学習指導を適切に行うことができない教員

� 児童又は生徒の心を理解する能力又は意欲に欠け、学

級経営又は生徒指導を適切に行うことができない教員

	 前３号に掲げる者のほか、教育活動を進める上で、教

員としての責任を果たせていない教員

（指導力不足等教員の認定の申請等）

第３条 指導力不足等教員の認定に係る申請は、次の各号に

掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるものが、県

教育委員会に対して行うものとする。

� 市町村（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８４条

第１項の一部事務組合を含む。以下同じ。）の設置する

学校に勤務する教員 申請に係る教員が勤務する学校を

設置する市町村の教育委員会

� 県立学校に勤務する教員 申請に係る教員が勤務する

学校の校長

２ 前項の申請をするもの（以下「申請者」という。）は、

必要があると認めるときは、あらかじめ、当該申請に係る

教員に意見を申し出る機会を与えるものとする。

（事実の確認）

第４条 県教育委員会は、前条第１項の申請に係る事実の確

認を行うため必要があると認めるときは、申請者に必要な

資料の提出を求め、又は実地に調査するものとする。

（愛媛県教員の資質向上審査委員会）

第５条 県教育委員会は、第３条第１項の申請に係る教員が

指導力不足等教員に該当するかどうかを判断するに当たり

その審査を行わせるため、愛媛県教員の資質向上審査委員

会（以下「審査委員会」という。）を置く。

２ 審査委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、教育長

が別に定める。

（意見申出の機会の付与）

第６条 県教育委員会は、審査委員会に審査を行わせるに当

たり、あらかじめ、当該申請に係る教員に意見を申し出る

機会を与えるものとする。ただし、当該教員が申請者に対

し当該申請に係る意見の申出を行っているときは、この限

りでない。

（医師の意見の聴取）

第７条 県教育委員会は、第３条第１項の申請に係る教員が

指導力不足等教員に該当することとなった原因が、精神疾

患その他の疾病に起因するおそれがあると認められるとき

は、医師の意見を聴くものとする。

（指導力不足等教員の認定等）

第８条 県教育委員会は、審査委員会の審査結果に基づき、

指導力不足等教員の認定を行うものとする。

２ 県教育委員会は、前項の認定を行ったときは、書面によ

り申請者に通知するものとする。

３ 前項の通知を受けた申請者は、当該申請に係る教員に指

導力不足等教員に認定された旨を通知するものとする。

（研修）

第９条 県教育委員会は、前条第１項の規定により指導力不

足等教員であると認定された者に対し、学校その他の教育

機関において研修することを命じるものとする。

２ 前項の研修の期間は、原則として４月１日から翌年の３

月３１日までとする。

３ 前２項に定めるもののほか、指導力不足等教員の研修に

関し必要な事項は、教育長が別に定める。

（研修の成果の報告）

第１０条 申請者は、前条第１項の研修の成果について県教育

委員会に報告するものとする。

２ 前項の報告の手続については、第３条の規定を準用する

。

（認定の解除等）

第１１条 前条の報告を受けた県教育委員会は、当該報告に係

る指導力不足等教員について、次の各号に掲げるいずれか

の決定を行うものとする。

� 指導力不足等教員の認定を解除すること。

� 研修の期間を延長すること。

� 研修等必要な措置が講じられたとしてもなお児童又は

生徒に対する指導を適切に行うことができないと認める

こと。

２ 前項の決定の手続については、第４条から第７条までの

規定を準用する。

３ 県教育委員会は、第１項の決定を行ったときは、書面に

より申請者に通知するものとする。

４ 前項の通知を受けた申請者は、当該決定に係る教員に第

１項の決定の内容を通知するものとする。

（免職及び採用又は転任）

第１２条 県教育委員会は、前条第１項第３号に該当すると決

定された指導力不足等教員について、次の各号に掲げる区

分に応じ、それぞれ当該各号に定める措置を執ることがで

きる。

� 市町村の設置する学校に勤務する教員 法第４７条の２

第１項の規定により免職し、引き続いて県教育委員会が

任命権を有する常時勤務を要する職（指導主事並びに校

長及び教員の職を除く。以下「県教育委員会の職」とい

う。）に採用すること。

� 県立学校に勤務する教員 県教育委員会の職に転任さ

せること。

（補則）

第１３条 この規則に定めるもののほか、この規則の施行に関

し必要な事項は、教育長が別に定める。

附 則

この規則は、平成１５年４月１日から施行する。

�愛媛県公安委員会規則第５号
愛媛県警察組織規則の一部を改正する規則を次のように定

める。

平成１５年３月２５日

愛媛県公安委員会委員長 宮 本 一 成

愛媛県警察組織規則の一部を改正する規則

愛媛県警察組織規則（昭和４１年愛媛県公安委員会規則第７
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選挙管理委員会告示

号）の一部を次のように改正する。

第１２条中第１５号を第１６号とし、第１４号の次に次の１号を加

える。


 留置場に関すること。

第１３条第６号を削る。

第２８条の１１を第２８条の１５とし、第２８条の１０を第２８条の１４と

し、第２８条の９を第２８条の１３とし、第２８条の８を第２８条の１２

とし、第２８条の７を第２８条の１１とし、第２８条の６を第２８条の

１０とし、第２８条の５を第２８条の９とし、第２８条の４を第２８条

の８とし、第２８条の３の３を第２８条の７とし、第２８条の３の

２を第２８条の６とし、第２８条の３を第２８条の５とし、第２８条

の２を第２８条の４とし、第２８条の次に次の２条を加える。

（留置管理室）

第２８条の２ 警務課に留置管理室を附置する。

２ 留置管理室に室長を置き、警視の階級にある警察官をも

つて充てる。室長は、留置管理室の事務を掌理し、所属職

員を指揮監督する。

３ 留置管理室は、第１２条第１５号の事務をつかさどる。

（健康管理対策室）

第２８条の３ 厚生課に健康管理対策室を附置する。

２ 健康管理対策室に室長を置き、警部の階級にある警察官

又は警察吏員をもつて充てる。室長は、健康管理対策室の

事務を掌理し、所属職員を指揮監督する。

３ 健康管理対策室は、第１５条第２号の事務をつかさどる。

附 則

この規則は、平成１５年４月１日から施行する。

�愛媛県選挙管理委員会告示第２６号
平成１５年１月２６日執行の愛媛県知事選挙における公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書の要旨は、次のとおりである

。

平成１５年３月２５日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 藤 山 薫

公職の候補者の選挙運動に関する収支報告書要旨

１ 選挙の種類 平成１５年１月２６日執行

愛媛県知事選挙

２ 公職選挙法の規定による選挙運動に関する支出金額の制限額（法定選挙運動費用額）

３２，６９３，５００円

３ 報告書の要旨

候 補 者 氏 名 加 戸 守 行 所 属 党 派 無 所 属 平成１４年１２月１５日から
期 間 第１回分

平成１５年２月１０日まで出納責任者氏名 大 亀 文 夫

収 入 支 出

主たる寄附 人件費 ３，２０６，０００円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 １，２１４，０６０

自由民主党 ── ２，０００，０００円 選挙事務所費 ９８０，６５０

加戸守行を支援する会 ── １３，０００，０００ 集合会場費 ２３３，４１０

山 本 辰 男 無 職 １７０，０００ 通信費 １２３，０２０

古 川 拓 哉 会 社 員 １７０，０００ 交通費 ５５０，１０５

原 俊 司 会 社 員 １７０，０００ 印刷費 １，９０５，８７８

広告費 １，３９０，７２５

文具費 ５５６，２３９

食糧費 ４３８，３２３

休泊費 ５６４，８６０

雑 費 ８９６，５２７

その他の収入 ５，０００，０００

今 回 計 ２０，５１０，０００ 今 回 計 １０，８４５，７３７

総 計 ２０，５１０，０００ 総 計 １０，８４５，７３７

報告書受理年月日 平成１５年 ２ 月１０日 第 １ 回 報 告 分
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公営企業管理規程

�������
�愛媛県選挙管理委員会告示第２７号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方

教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２

号）第８条第１項の規定による直接請求の要件となるべき選

挙権を有する者の数は、次のとおりである。

平成１５年３月２５日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 藤 山 薫

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件とな

るべき選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，２１１，６２８

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２４，２３３

� ４０万を超える数に６分の１を乗じて得た数と４０万に３

分の１を乗じて得た数とを合算して得た数 ２６８，６０５

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する

者の数

�愛媛県公営企業管理規程第２号
管理者の休日、休暇及び勤務時間等に関する管理規程を次

のように定める。

平成１５年３月２５日

候 補 者 氏 名 和 田 宰 所 属 党 派 無 所 属 平成１４年９月３０日から
期 間 第１回分

平成１５年１月３１日まで出納責任者氏名 渡 部 邦 彦

収 入 支 出

主たる寄附 人件費 ０円

（氏名・団体名） （職業） （寄附額） 家屋費 ６７３，２２６

明るい愛媛をつくるみんなの会 ── ３，２００，０００円 選挙事務所費 ６７３，２２６

集合会場費 ０

通信費 １６９，１３６

交通費 ２０，７７０

印刷費 １，３２１，５００

広告費 ８３，２００

文具費 １９６，１４２

食糧費 １８１，１００

休泊費 ２１３，１３４

雑 費 ３９，３８３

その他の収入

今 回 計 ３，２００，０００ 今 回 計 ２，８９７，５９１

総 計 ３，２００，０００ 総 計 ２，８９７，５９１

報告書受理年月日 平成１５年 ２ 月 ７ 日 第 １ 回 報 告 分

選 挙 区 別 選挙権を有する者
の総数

同左の３分の１の
数

松 山 市 ３７７，８２９ １２５，９４３

今 治 市 ９５，０４２ ３１，６８１

宇 和 島 市 ５０，０４８ １６，６８３

八 幡 浜 市 ２６，７６６ ８，９２２

新 居 浜 市 １０３，３９９ ３４，４６７

西 条 市 ４７，００２ １５，６６８

大 洲 市 ３０，７１１ １０，２３７

川 之 江 市 ３０，６３３ １０，２１１

伊 予 三 島 市 ３０，４４１ １０，１４７

伊 予 市 ２４，６５６ ８，２１９

北 条 市 ２３，７３５ ７，９１２

東 予 市 ２７，０６２ ９，０２１

宇 摩 郡 １６，０７３ ５，３５８

周 桑 郡 １９，３４９ ６，４５０

越 智 郡 ５９，４９８ １９，８３３

温 泉 郡 ３２，９７０ １０，９９０

上 浮 穴 郡 １３，５３０ ４，５１０

伊 予 郡 ５１，７８２ １７，２６１

喜 多 郡 ２５，４６９ ８，４９０

西 宇 和 郡 ２７，７７６ ９，２５９

東 宇 和 郡 ３１，５２６ １０，５０９

北 宇 和 郡 ４２，４１６ １４，１３９

南 宇 和 郡 ２３，９１５ ７，９７２
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正 誤

愛媛県公営企業管理者職務代理者

愛媛県公営企業管理局長 秋 川 秀 美

管理者の休日、休暇及び勤務時間等に関する管理規程

管理者の休日、休暇及び勤務時間等については、職員の休

日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛媛県条

例第５６号）の例による。

附 則

この管理規程は、平成１５年４月１日から施行する。

�������
�愛媛県公営企業管理規程第３号
愛媛県企業職員の給与に関する規程の一部を改正する管理

規程を次のように定める。

平成１５年３月２５日

愛媛県公営企業管理者職務代理者

愛媛県公営企業管理局長 秋 川 秀 美

愛媛県企業職員の給与に関する規程の一部を改正する

管理規程

愛媛県企業職員の給与に関する規程（昭和４６年愛媛県公営

企業管理規程第５号）の一部を次のように改正する。

附則第４項中「平成１５年３月３１日」を「平成１６年３月３１日

」に改める。

附 則

この管理規程は、公布の日から施行する。

�������
�愛媛県公営企業管理規程第４号
特定任期付企業職員の給与に関する管理規程を次のように

定める。

平成１５年３月２５日

愛媛県公営企業管理者職務代理者

愛媛県公営企業管理局長 秋 川 秀 美

特定任期付企業職員の給与に関する管理規程

一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１５年愛媛

県条例第１号）第６条に規定する特定任期付企業職員に支給

する給与に関しては、同条例第４条第１項に規定する特定任

期付職員の例による。

附 則

この管理規程は、平成１５年４月１日から施行する。

�正 誤

平成１５年３月７日付け第１４３７号愛媛県告示第５０１号（開発

行為に関する工事の完了）中

�������
�愛媛県報の購読申込み受付について�

平成１５年度に愛媛県報の購読を希望される方は、別記様式

により、

「〒７９０‐８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県総務部行政私学課

（平成１５年４月１日以降

愛媛県総務部管理局私学文書課）」

あてにお申込み下さい。

購読料は、１部につき１箇月１，７５０円、１箇年２１，０００円（

送料含む。）です。

平成１５年３月２５日

愛媛県知事 加 戸 守 行

ページ 箇 所 誤 正

２２０
開発許可を受けた者の
住所及び氏名の欄中
上から１段目

井 下 富士夫 井 下 富士男
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別記様式

愛 媛 県 報 購 読 申 込 書

年 月 日

愛媛県知事 殿

住 所

電話番号

氏 名 �

愛媛県報を購読したく、次のとおり申し込みます。

購 読 期 間

年 月 日から 年

分

年 月 日から 月

部 数 部

購 読 料 ￥
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平成１５年３月２５日 印刷
平成１５年３月２５日 発行

購読料（送料共） １箇月１，７５０円３１４
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